
○ 古賀市企業立地促進条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、市内における企業等の立地を促進するために必要な措置を講じ

ることにより、産業の振興及び雇用機会の拡大を図り、もって地域経済の発展及び

市民生活の向上に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 事業者 営利を目的として事業を行う法人又は個人をいう。 

⑵ 関係事業者 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２に規定する

子会社等及び同条第４号の２に規定する親会社等をいう。 

⑶ 事業所 事業者がその事業の用に供するために設置する事務所、工場、研究所

等の施設をいう。 

⑷ 新設 事業者が市内に事業所を新築することをいう。 

⑸ 増設 市内に事業所を有する事業者が、既存の事業所を増築する（１００分の

１０以上の床面積の増加を伴うものに限る。）ことをいう。 

⑹ 操業開始 事業者が新設又は増設を行い、かつ、当該事業所（増設にあっては、

増設に係る事業所の部分）の操業を開始することをいう。 

⑺ 本社機能の設置 事業所に総務部門、経理部門、企画部門、研究開発部門、事

業を統括する部門その他これらに類する部門を新たに設置することをいう。ただ

し、当該事業所に当該事業者の取締役又はこれに類する者のうち２分の１以上の

者（事業者が個人の場合にあっては、当該個人）が主に勤務する場合に限る。 

⑻ 指定地域 次のアからオまでに掲げるもののうち、市長が指定する区域をいう。 

 ア 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平

成１９年法律第４０号）第９条第１項に規定する工場立地特例対象区域 

 イ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号に規定する工

業地域又は工業専用地域（以下「工業系用途地域」という。） 

 ウ 都市計画法第１２条の５の規定により工業系用途地域に準じた用途を目的と

した地区計画を定めた区域 

 エ 古賀市特定用途制限地域における建築物等の制限に関する条例（平成２５年

条例第２４号）別表第１に規定する筑紫野古賀線沿線地区 

 オ 古賀市特定用途制限地域における建築物等の制限に関する条例第８条第１項

の許可を受けた建築物の存する土地を含む一団の土地 

⑼ 投下固定資産総額 操業開始に伴い、事業者又は当該事業者の関係事業者が新



たに取得した事業の用に供する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４１

条第１号の固定資産（以下「新規取得固定資産」という。）のうち、家屋及び構築

物（操業開始の日（以下「操業開始日」という。）までに建設されたものに限る。

以下「家屋等」という。）の取得価格の合計をいう。 

⑽ 常時雇用従業員 事業者が自己の事業に関わる業務を行うために期間の定めな

く雇用する者であって、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項

の被保険者であるものをいう。 

⑾ 新規雇用従業員 事業者が操業開始日前後６月以内に新たに雇用した常時雇用

従業員のうち、操業開始日から起算して１年６月を経過した日以後直近の１月１

日において市の住民基本台帳に記録され、かつ、引き続き雇用しているものをい

う。 

（便宜の供与） 

第３条 市長は、操業開始をしようとする事業者に対して、次に掲げる便宜の供与を

行うことができる。 

⑴ 用地のあっせんに関すること。 

⑵ 用地又は公共関連施設の整備に関すること。 

⑶ 情報の提供に関すること。 

⑷ 市民の雇用に関すること。 

⑸ その他市長が必要と認めること。 

（支援措置） 

第４条 市長は、操業開始をした事業者に対して、支援措置を行うことができる。 

２ 前項の支援措置は、次の各号に掲げるとおりとし、その内容は、当該各号に定め

るとおりとする。 

⑴ 固定資産税の課税免除 新規取得固定資産のうち、次に掲げるもの（以下「対

象固定資産」という。）に対して課税する固定資産税について、古賀市税条例（昭

和３１年条例第１１号）の規定にかかわらず、操業開始日の属する年度の翌年度

（操業開始日が１月２日から３月３１日までの間に属する場合は、翌々年度）以

後３年度分を限度とし、課税免除する措置。ただし、平成２７年度以後に課税す

る固定資産税に限る。 

 ア 家屋等 

 イ 土地（取得の日から起算して３年以内に家屋等の建設の着手があった土地を

含む一団の土地に限る。） 

⑵ 雇用奨励金の交付 新規雇用従業員の人数に１２万円（本社機能の設置を行っ

た事業者については、２４万円）を乗じて得た額を、予算の範囲内において交付

する措置（１事業者当たり１００人を上限とする。） 



⑶ 本社等立地交付金の交付 操業開始日前後１年以内に本社機能の設置を行う場

合に、別表に定める額を、予算の範囲内において交付する措置。 

３ 第１項に規定にかかわらず、第６条の指定を受けた事業者（以下「指定事業者」

という。）の関係事業者が当該指定事業者の操業開始に伴い対象固定資産を取得した

場合においては、当該関係事業者に対して前項第１号に規定する支援措置を行うこ

とができる。 

（支援措置の要件） 

第５条 前条第１項の支援措置（以下「支援措置」という。）の対象となる事業者は、

次の各号のいずれにも該当する者とする。 

⑴ 次条に規定する申請を行う時点の指定地域において操業開始をする者であるこ

と。 

⑵ 操業開始日が平成２６年４月１日以後であること。 

⑶ 投下固定資産総額が２億円以上であること。 

⑷ 常時雇用従業員が５人以上であること。 

⑸ 市税を滞納していないこと。 

⑹ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号の暴力団（以下「暴力団」という。）及び同条第６号の暴力団員（以下

「暴力団員」という。）でないこと。 

⑺ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者が役員となっていないこと。 

⑻ 前２号に規定する者と密接な関係を有し、又はその利益となる活動を行ってい

ないこと。 

（指定の申請） 

第６条 支援措置を受けようとする事業者は、市長に申請し、指定を受けなければな

らない。 

（支援措置の申請） 

第７条 指定事業者は、支援措置を受けようとするときは、市長に申請しなければな

らない。 

（変更） 

第８条 指定事業者は、第６条に規定する申請の内容に変更が生じたときは、市長に

申請し、承認を受けなければならない。 

 （承継） 

第９条 相続、譲渡その他の事由により指定事業者の事業を承継した者は、当該指定

事業者が指定を受けた事業所において事業を継続する場合に限り、市長に申請し、

承認を受けて、指定事業者の地位を承継することができる。 

（廃止等） 



第１０条 指定事業者は、指定を受けた事業所において事業を休止し、又は廃止する

ときは、速やかに市長に届け出なければならない。 

（取消し等） 

第１１条 市長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、そ

の指定を取り消し、指定事業者に対し、課税免除した固定資産税を賦課若しくは更

正し徴収すること又は交付した雇用奨励金及び本社等立地交付金の全部若しくは一

部を返還させることができる。ただし、指定した日から１０年を経過した場合は、

この限りでない。 

⑴ 第５条に規定する支援措置の要件を欠いたとき。 

⑵ 指定を受けた事業所において事業を休止し、又は廃止したとき。 

⑶ 本社等立地交付金の交付を受けた場合において、本社機能の設置をした事業所

について第２条第７号に規定する部門を休止し、若しくは廃止したとき、又は同

号に規定する者が主に勤務しなくなったとき。 

⑷ 偽りその他不正の手段により、支援措置を受け、又は受けようとしたとき。 

⑸ 社会的な信用を著しく損なう行為を行ったとき。 

（報告等） 

第１２条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、指定事業者に対し、報告

を求め、書類を提出させ、又は実地に調査を行うことができる。 

（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 29 年 12 月 21 日条例第 20 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 31 年 3 月 29 日条例第 18 号) 

この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（令和 3 年 月  日条例第  号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

別表（第４条関係） 

交付対象 要件 金額 

常時雇用従

業員の転入

操業開始日前後１

年以内に市に転入

１００人を上限として、左に掲げる要件を満たす

常時雇用従業員の人数に以下の金額を乗じた額 



に要する費

用 

した常時雇用従業

員のうち、操業開

始日から起算して

１年を経過した日

以後直近の１月１

日において市の住

民基本台帳に記録

され、かつ、引き

続き雇用している

もの 

⑴ 九州（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大

分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）からの転入：

５万円 

⑵ 近畿（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、三

重県、滋賀県、和歌山県）、中国（鳥取県、島根

県、岡山県、広島県、山口県）、四国（徳島県、

香川県、愛媛県、高知県）からの転入：１０万

円 

⑶ 中部（新潟県、富山県、石川県、福井県、山

梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県）から

の転入：１５万円 

⑷ 関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県）、東北（青森県、岩手

県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）からの

転入：２０万円 

⑸ 北海道、国外からの転入：３０万円 

本社機能の

設置に必要

となる事務

的経費 

操業開始日から起

算して１年以上経

過していること 

資本金の額に応じた以下の額。なお、本店の登記

を行なう場合は、資本金の額にかかわらず２０万

円を加算する。 

⑴ １，０００万円以上１億円未満：２０万円 

⑵ １億円以上１０億円未満：５０万円 

⑶ １０億円以上５０億円未満：２１０万円 

⑷ ５０億円以上：３６０万円 

 

 


